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弁護士が語る！経営者が知っておきたい法律の話（第83回）

「営業秘密」認定の変遷と転職者による混入リスク

2021.08.27

退職者による企業の技術情報や顧客情報などの漏えい事件が後を絶ちません。2021年に入ってからも、大手通信企業の
元従業員が企業情報を不正に持ち出していたとして逮捕されました。

企業の技術情報や顧客情報などは、不正競争防止法上の「営業秘密」と認められると、不正な使用に対して差止めを求め
たり、刑事罰を科したりすることが可能になり、企業はより強固な保護を受けることができます。他方、今日では、元従業員か
ら営業秘密を不正に取得したとして、元従業員の転職先の企業が訴えられるケースも見受けられます。

転職先が不正を承知で転職元の営業秘密を取得したのであれば、許されないのは当然です。しかし、転職先が意図して
いないにもかかわらず、転職者が持ち込む情報の中に転職元の営業秘密が含まれていると、転職先は営業秘密の不正取
得などを疑われ、法的紛争に巻き込まれてしまうかもしれません。すなわち、企業は、営業秘密の漏えい対策のみならず、「
営業秘密の混入リスク（コンタミネーション・リスク）」についても備えておく必要があるのです。

この「営業秘密」の認定について、一連の裁判における判断や行政の指針には、変遷が見受けられるように思われます。本
稿では、営業秘密に関する認定の変遷と、混入リスクへの対応について解説します。

「営業秘密」の認定の変遷

企業の技術情報や顧客情報などが、不正競争防止法上の「営業秘密」と認められるためには、次の3つの要件を満たす必
要があります。

［1］その情報が秘密として管理されていること（秘密管理性）
［2］その情報が事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であること（有用性）
［3］その情報が公然と知られていないこと（非公知性）

（1）裁判所による判断の変遷

このうち、特に裁判で問題となることが多いのは、「秘密管理性」の要件です。以前は、比較的緩やかに秘密管理性を認め
る裁判例もあったのですが、平成15年頃からは、厳しく判断する裁判例が続きました。すなわち、裁判所は秘密管理性に
ついて、比較的高度な管理を求めるようになっていきました。

例えば、大阪高裁平成17年2月17日判決は、高周波電源装置の「図面」について、保管されていたキャビネットには「持ち
出しはダメ」と表示されていたことは認定しつつ、そのキャビネットは施錠されていなかったことなどを指摘して秘密管理性を
否定し、営業秘密には当たらないとの判断をしています。

しかし、平成19年以降、あまり高度な管理は求めずに、
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ある情報について、アクセス者が秘密情
報と認識できるような措置を取っていれば、秘密管理性を肯定する旨の裁判例が再び現れるようになっています。

大阪地裁平成19年5月24日判決は、水門開閉機用減速機の「部品図」について、無施錠の棚に保管され営業秘密である
旨の表示もなかったとしつつも、顧客の求めがあっても当然には交付しない扱いをしていたことなどから、「部品図を秘密と
する旨を社内的に認識させる措置をとっていた」として、秘密管理性を肯定し、営業秘密に当たるとの判断をしています。

（2）行政による指針の変遷

経産省の「営業秘密管理指針」も、平成27年の改訂で、「秘密管理性」の説明を改めています。

同指針では秘密管理性について、従来は、〈1〉当該情報へのアクセス制限、〈2〉当該情報にアクセスした者が営業秘密で
あると認識できるようにされていること（認識可能性）、の2つが判断要素となる旨説明していました。しかし、平成27年の改
訂では、〈2〉を重視する立場に改め、
〈2〉を満たす場合に十分な
アクセス制限がないことを根拠に秘密管理性が否定されることはないと説明するに至っています。

これは、一部の裁判例などで秘密管理性の認定が厳しいとの指摘や、認定の予見可能性を高めるべきとの指摘があったこ
となどを踏まえて議論された結果によるものです。

このように、裁判所の判断や行政の指針には変遷
が見受けられますが、
「営業秘密と認定されるか」
という問題と「漏えい対策」は、別次元の問題なので注
意が必要です
。すなわち、保管棚の施錠を含めたアクセス制限などを十分に行っておかないと、企業の営業秘密がいつ漏えいするとも
限りません。漏えいしてから当該情報が営業秘密に該当すると主張して法的保護を求めるよりも、そもそも漏えいを防ぐこと
が先決です。従って、裁判例などの変遷にかかわらず、営業秘密の漏えい対策には、高いレベルで取り組むことが求めら
れます。

漏えい対策のみでは不十分。技術情報や顧客情報などの混入リスクへの対応… 続きを読む
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